
令和４年度地域医療介護総合確保基金の要望について

○地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため平成26年度から創
設された消費税増収分等を活用した財政支援制度
（国2/3、県1/3、1-2については国10/10）

○令和３年度予算案は公費ベースで2,003億円（医療分1,179億円（うち国分851億
円）、介護分824億円（うち、国分549億円）

1-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施
設又は設備の整備に関する事業

1-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病
床の機能の変更に関する事業

2 居宅等における医療の提供に関する事業
3 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型

サービス等）
4 医療従事者の確保に関する事業
5 介護従事者の確保に関する事業
6 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に
関する事業

基金の対象事業（医療分は１，２，４，６）
交付概要

（単位：億円）

全国 愛媛県

26年度 903.7 8.4

27年度 903.7 20.5

28年度 903.7 20.6

29年度 903.7 18.4

30年度 882.6 22.6

元年度 824.1 24.5

２年度 838.4 22.3
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令和４年度基金事業要望の流れ（宇和島構想区域）

要望書提出

愛媛大学医学部
(附属病院分は除く)

【構想区域内関係者】

【県レベル関係団体等】

要望書
を提出

事業評価・採否・
優先順位付け

評価結果
の送付

事業全体（県レベル＋
構想区域別）の取りま
とめ

国へ要望

運営

運営

歯科診療所等
（新規7/2、継
続7/30期限） （8/31 開催）

（9/17期限）

（10月中旬～下旬）



宇和島構想区域の基金事業実施状況

（１）宇和島構想区域地域医療構想調整会議において協議し、実施している事業

大項
目※

事項名

Ⅰ
病床機能分化連携基
盤整備事業

宇和島市立吉田病院整備事業 宇和島市 R3

Ⅱ
在宅医療普及推進事
業

在宅緩和ケア推進モデル事業 宇和島医師会 H29

Ⅲ
地域医療体制確保医
師派遣事業

市立宇和島病院に対する診療支
援

宇和島医師会 H26

Ⅲ
地域医療体制確保医
師派遣事業

県立南宇和病院に対する診療支
援

南宇和郡医師会 H26

（２）全県事業で、実施している事業

大項
目※

事項名

Ⅱ
在宅歯科医療連携室
整備事業

在宅歯科診療連携室に必要な人
件費等補助

愛媛県歯科医師会 H26

Ⅲ
小児救急医療支援事
業

小児救急医療の診療支援 市立宇和島病院 H26

Ⅲ
看護師養成所運営費
補助金

看護師等養成所運営費補助 宇和島看護専門学校 H26

Ⅲ
新人看護職員研修事
業

新人看護職員研修事業 ４医療機関 H26

Ⅲ
院内保育事業運営費
補助金

院内保育所の運営費補助 １医療機関 H26

Ⅲ
広域救急医療体制構
築事業

救急患者搬送のためのシステム
の運営費補助

愛媛県（県内外医療機
関、県下消防署）

H27

Ⅲ
歯科医療従事者等人
材養成事業

歯科医療従事者等人材養成の支
援

愛媛県歯科医師会 H28

（３）実施終了事業

大項
目※

事項名

Ⅰ
愛媛県病床機能分化
連携基盤整備事業

ICTを活用した地域医療ネットワーク
基盤整備事業（きさいやネット）

市立宇和島病院 H26 ○

Ⅱ
在宅医療連携基盤整
備事業

訪問診療・訪問リハビリの体制整備
のための車両購入

宇和島市立津島病院 H26 ○

Ⅱ
在宅医療連携基盤整
備事業

訪問診療・訪問リハビリの体制整備
のための車両購入

宇和島市立吉田病院 H26 ○

Ⅱ
地域医療連携体制促
進事業

地域医療連携室等の新設・拡充に
必要な人件費補助

愛媛県
（１市立病院）

H26 ―

Ⅱ
地域医療連携体制整
備事業

社会福祉士補充 愛媛県立南宇和病院 H29 ―

Ⅲ
医療クラーク養成支援
事業

勤務医・看護師勤務負担軽減事
業

市立宇和島病院 H26,27 ○

Ⅲ
地域医療人材確保・育成
モデル事業

愛媛県地域医療人材確保・育成
モデル事業

南宇和郡医師会 H29～R1 ―

※Ⅰ　病床の機能分化・連携のために必要な事業　　Ⅱ　在宅医療・介護サービスの充実のために必要な事業

Ⅲ　医療従事者等の確保・養成のための事業

事業区分
事業名 事業主体 実施年度

保健
所
経由

事業区分
事業名 事業主体

実施開始
年度

事業区分
事業名 事業主体

実施開始
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